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研究成果の概要（和文）：　森林の持続的利用と管理について、インドの参加型森林管理の事例として「森林パ
ンチャーヤト」という住民組織と、地域で利用管理されているパンチャーヤト林に着目して、10年以上の調査と
研究を蓄積してきた。文献レビューにより収集した測定指標を元に、インドの森林統計と村落調査の解析を進
め、研究発表を行った。ウッタラーカンド州での構造的面談調査と分析に基づき、森林の持続的利用と管理のた
めの設計指針（条件）を明らかにした。
　日本国内の森林にも目を向け、福岡と大分でコミュニティ林を訪問して、持続的利用と管理のための条件につ
いて発表を行った。本研究は日本の森林利用と管理における課題解決についても示唆を与える。

研究成果の概要（英文）：More than 10 years of research and studies on the sustained use and 
management of forests have been accumulated, focusing on the "Van(Forest) Panchayat" which is local 
people's organization as an example of community-based forest management in India. Based on the 
indicators collected through literature review, the analysis was conducted from Indian Forest 
Statistics and village survey data. The results and analysis of the structural interview survey in 
Uttarakhand revealed the conditions for sustainable use and management of forests.
The study also looked at forests in Japan, visiting community forests in Fukuoka and Oita to 
summarize and present conditions for sustained use and management. It has become clear that the 
characteristics of Indian "Van Panchayats" are similar to those of "Zaisanku (Property Wards) " in 
Japan, where local resources are managed autonomously by local people. This study also has 
implications for solving problems in forest use and management in Japan.

研究分野：地域研究

キーワード： 森林パンチャーヤト　インド　ウッタラーカンド州　自治的組織　質的研究　森林統計分析　構造的面
談調査　参加型森林管理

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　生活に必要とされるコミュニティ林の持続的利用管理と研究の課題を論じた。インド・ウッタラーカンド州の
「森林パンチャーヤト」の特徴は、日本の地域の資源住民により自治的に管理する「財産区」の特徴と類似して
いることが明らかになった。
　初年度と2年目は日本経済大学の教員として、また最終年度は林業経済研究所の研究員として、インド国立環
境研究所、国内の大学、地域の森林ボランティア組織等で、講演活動や探究学習についての実践を推進した。イ
ンドでの研究をもとに、国内の森林利用の課題と解決方法について提案した。積極的に執筆活動を行い、論文や
本を刊行して、研究のアウトリーチ活動に努めた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 
アジア、アフリカ、南アメリカなど途上国地域では、熱帯林の林地が減少している。世界の森
林の減少速度は減速傾向にあるものの、中国・インド等の一部地域の植林による林地の増加も考
慮すれば、依然として森林減少は大きな課題である。森林消失の原因には、様々なステークホル
ダーが関与しているが、中でも木材を伐採や造林を推進してきた途上国での集権的な森林政策
から、1990年代以降に地方分権的な住民参加型森林管理へと移行した。この実践や政策の理論
的支柱には、森林は共用資源であるとする共用資源（common-pool resource、以下 CPR）管理
論として理論化されてきた。これは、Ostromら（1990; 2000）によって主導されてきた「コモ
ンズ論」として、市場や政府ばかりでなく、世界の数多くのコミュニティや地域の人々の役割に
着目して、資源管理制度として「設計原理」が提示された。これらの議論では、地域資源を地域
の人々が利用して管理することが前提とされ、「入れ子状の組織」や「多層構造を持つ関係性」
が指摘された。 
その後、 Inoue（2015）らはインドネシアのカリマンタンをはじめ、複数の国の事例とあわ
せて、「協治」という概念を提唱し、地域住民の権利および主体性を最大限に重視して、資源と
のかかわり度合に応じた多元的なアクターによる重層的ガバナンスとして「設計指針」を主張し
た。そして自律性と依存度という 2つの指標軸により、各国・地域を位置づけた。持続的な森林
利用と管理の要因を２つの要素に限定しているが、こうした測定指標には、実際にはさらに多く
の要素がある。 
経済学の分野では、インドを含む南アジアを対象にエンパワーメント指標を使用した量的研
究が数多くあり、個々の資料・文献を科学的手続きで統合した系統的レビューが蓄積されつつあ
る。しかし本研究が注目する持続可能な森林管理の指標について、限定的な住民のインタビュー
に基づく量的研究はあるものの、地域住民全体を対象として林地調査を交えた住民のエンパワ
ーメント指標を系統的に捉えたレビューは未だない。 
そこで本研究は「森林を保全するために、地域住民の参加とエンパワーメントの如何なる要因
が持続的な森林利用と管理をもたらすのか」をという問いを設定し、インド・ウッタラーカンド
州の森林管理自治組織である森林パンチャーヤト（VP: Van Panchayat）の事例を元に解明する。  

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、地域住民の森林管理への参加とエンパワーメントに関して、測定指標の理論
的枠組みを明確にした上で、持続的な森林利用と管理に与える設計指針（条件）を実証的に検討
することである。 
 
３．研究の方法 
研究方法は、理論研究と質的実証研究から成る。 
(1)【先行資料文献の統合】持続可能な森林利用と管理のための条件を導くために、エンパワー
メントに関連した先行資料・文献を統合すると何が明らかになるのかを見出す。 
(2)【測定指標の構築】文化、法制度、社会規範などの文脈を捉えつつ地域コミュニティのエンパ
ワーメントの多側面を測定するため、理論的背景に基づいた測定枠組みと指標を構築する。 
(3)【調査と分析】(1)(2)を踏まえた、網羅的な指標による追加的な実証研究を提示する。とりわ
け森林被覆率が 1990年代以降に L字型回復を遂げているインドの国家森林統計（FSI）のデー
タと、森林被覆率が高く、VPが組織されているウッタラーカンド州の森林統計（UFD）のデー
タに州森林局での面談結果を合わせ、同州で世帯住民を対象とした構造的面談調査を実施し、実
証分析を行う。さらに国内の事例についても検討する。 
 
４．研究成果 
(1)エンパワーメントに関連した先行資料・文献調査の結果 
エンパワーメントは自然資源管理には不可欠な戦略であり、エンパワーメントの尺度は意志
決定力で示される。エンパワーメントの向上は、住民のコミュニティへの参加と正の相関関係が
あり、住民の参加によりエンパワーメントは高まる。 
森林管理においては、国家のみの関与でなく住民の協力による森林管理が不可欠であり、住民
と政府の参加による「参加型森林管理」（CBFM: Community-based Forest Management）が必
要とされる。CBFM は、歴史的に剥奪された権利を取り戻し、自然資源を持続的かつ公正に管
理し、コミュニティの生活を向上させる方法として推進されてきた。 

CBFM 政策を通じてエンパワーメントは、森林管理に関するコミュニティの生存、公平性、
安全性を促進することが期待される。多くの国・地域での開発政策が女性のエンパワーメントを
目的として実施され、女性の意志決定力の向上を図ることがエンパワーメントの代用になる。 
以上のことから、森林管理組織においてエンパワーメントを高めるためには、意志決定力と女
性の参加に着目することが必要とされる（発表①②）。 

 
(2) 地域コミュニティのエンパワーメントの測定枠組みと指標の整理 

Lise（2000）は、参加の段階を導く指標として、森に樹木を植える、森（共用資源）への貢献、
森からの恩恵・利益、共用資源を利用する能力、共用資源を利用するメリット、会合の重要性、
決定事項への同意、会合への出席、意志決定に影響を与える能力、会合の頻度、会合への興味・



関心、会合から得られるもの、会合での提案を挙げている。さらに独立変数として、資源レベル
（現在の質、10 年間の変化、資源の供給力）、森への依存（林産物の利用全体、燃料、飼い葉、
木材など、1家族あたりの利用）、家族の平均年齢、回答者の学歴、男女割合（家族の女性人数/
男性人数、一人あたりの収入・消費・財源（ルピー/年）、およびカーストグループを挙げた。Bocci 
and Mishra（2021）によれば、エンパワーメント測定のための指標群として、コンセッション
（伐採権）を持つメンバーシップ、世帯主の教育レベル、（住民の）長期滞在または短期滞在、
配偶者の教育レベル、土地持ちであるか、世帯主の年収、（外部からの）送金、コンセッション
のないコミュニティを挙げ、回答者が世帯主であるか、観察世帯数が測定に影響を及ぼすとした。
これらの枠組みと指標を網羅して、調査表（表１）を作成した。（論文①発表①） 

 
(3) インドを事例とする調査と分析 
①インドの全国森林統計（FSI）およびウッタラーカンド州の森林統計（UFD）のデータ分析 
1. 州の林地区分とその位置づけ 
 「国家森林統計」（FSI 2019）によれば、2018年時点のウッタラーカンド州の森林面積は 
24,303平方メートルで、約 45パーセントの森林被覆率を占める。同州がウッタル・プラデーシ
ュ州から分離した 2001年時の面積 23,354平方メートルと比較すると、約 4パーセントの増加
となる。表２にウッタラーカンド州における国有林としての林地地区分とその管理主体を示し
た。ウッタラーカンド州面積は 53,483平方キロメートルとして、各林地において林地割合を算
出した。州森林統計（UFD 2018）によるウッタラーカンド州の森林被覆率は約 71％と算出さ
れ、さらに林地合計では約 37,999.6平方キロメートルが算出され、国家森林統計よりも約 13,700
平方キロメートルも林地面積が多いのは、国家森林統計のデータが GIS を活用して林地を算出
していることに起因する（FSI 2019）。 
管理主体については、画定林（Reserved forest)と保留林 (Protected forest)に関しては、ほぼ
全てを州森林局が管理、パンチャーヤト林は州政府と地域住民により管理されている。本研究に
おいて着目するパンチャーヤト林は、州の森林統計（UFD 2018）では、約 7,350平方キロメー
トル (州の林地面積の約 19％) として算出されており、2011年度と 2018年を比較すると、パ
ンチャーヤト林とともに、森林局の管轄下にある未区分林が増加した。森林局による保留林・画
定林地化する準備として、区分なしの林地を増加した背景が推察できる。パンチャーヤト林は画
定林、保留林、市民林（Civil & Soyam forest）から構成され、市民林が最大面積を占める。パ
ンチャーヤト林においては、2011年と比較して、面積が約 1,900平方キロメートル（約 3.6パ
ーセント）増加して、7,351平方キロメートルが算出された。その結果、パンチャーヤト林とし
て記録されている画定林地が増加した。 

1931年に VPが組織され、その数は次第に増加し、1990年代以降に VPの数は急増した。こ
の理由について、ウッタラーカンド州森林局での面談調査によると、2000 年にウッタル・プラ

表１ 構造的面談調査（世帯調査）の主な質問項目一覧 
大項目 小項目 

1．家族構成と社会的
立場 

名前，世帯主戸の関係，森林管理委員の経験，年齢，性別，学歴，他の地域での滞在経験（留学、出稼ぎ），
現在の地域での滞在年数、職業，カーストグループ 

2．生活の維持 
 

2.1 家財道具  
 携帯電話、テレビ、洗濯機、冷蔵庫、ミシン、コンピュータ、オートバイ、車の所有 
2.2 インフラストラクチャー 
水道，電気，ガス（LPG）、灯油、ソーラーパネル、（台所での燃料の利用手段） 

2.3 主たる収入（農業・林業など） 
2.4. 家の構造 

3. 土地所有と利用 
 

3.1 土地の状態，面積，灌漑地か否か，住まいからの距離，土地取得年、穀物の利用 
3.2 穀物名，収穫量，取引価格，種子の保存 
3.3 林地での樹種の種類とその本数 
3.4 家畜の種類と数  

4. 森林資源の利用と
依存 
 

4.1 住居からコミュニティ林までの距離 
4.2 薪の収集の有無 
4.3 薪収集の時間 
4.4 森林管理組織形成後の薪の量の変化 
4.5 森での家畜の放牧の有無 
4.6 森林管理組織形成後の家畜用の飼い葉の量的変化 
4.7 収集する樹木とその量的変化 
4.8  森林管理組織の導入による森林状況への影響（5段階尺度評価） 

5. 森林管理組織への
意識と活動 
 

5.1 森林管理組織長の認識とその名前 
5.2 森林管理組織の会合への参加とその回数 
5.3 地域での森林管理計画の認知 
5.4 森林管理計画作成の会合への参加 
5.5 森林管理委員メンバーの認識と利益 
5.6 森林管理組織導入における期待 
5.7 森に関わる仕事への参加 
5.8 コミュニティ活動への利益 
5.9 森林管理組織の導入前と比較した現在の林地の状態（5段階尺度評価） 
5.10 林地の状態の変化の理由 

６．主たる収入以外
の財源と消費 

6.1 副業（雇用労働など） 
仕事の種類、場所、労働者、日数（一人あたりの収入・財源） 
6.2 消費 

 



デーシュ州から分離したウッタランチャル州（2006 年にウッタラーカンド州に変更）政府の主
導により、VPの設立が急速に進められ、パンチャーヤト林の管理において、政府スキームによ
る複数の資金援助が実施されてきたことが挙げられた。2023年 8月の州森林局訪問による面談
では、①コロナ禍以降、州の森林統計を発行していない、②2018年以降、VP数の大きな変動は
ないが、③個別の VPについて、地域組織としての質的な状況を把握しようと試みている、との
ことであった。2023年 9月以降、VPの個別の状況が把握できるウエブサイトが公開された。 
〔参考文献〕Uttarakhand Forest Department (2023) Van Panchayat (In Hindi) 

http://117.239.115.150/vanpanchayat/avasthapana (2024年 6月 23日閲覧) 
 
②インド・ウッタラーカンド州での世帯住民を対象とした質的面談調査の分析 
 2011年に州森林局で紹介された複数の村落を訪問して、2012年にテーリーガルワール郡にあ
る D村を対象に悉皆調査を行い、それ以降、D村を毎年訪問して聞き取り調査を蓄積してきた。
さらに活動的な VPとして機能している村落 4村を抽出して、世帯調査と林地調査を実施した。
D村では 2012年 7～8月と 2013年の 10月、G村では 2013年 10月、K村では 2014年と 2015
年の 6月、さらにM村では 2015年の 6月にそれぞれの村に約 2週間の日程で滞在し、全世帯
に構造的面談調査を実施した。D村においては、2013年 10月、2015年 6月、2016年 12月、
2018年 3月、2019年 10月に森林パンチャーヤト長（VP長）の自宅に 1～2週間滞在して聞き
取り調査を実施した。さらに 2022年 8月と 2023年 8月に D村に滞在して 41世帯（全世帯の
約 8割）を対象に構造的面談調査を行い、10年間の村落住民の森林利用と意識の変容を調べた。 
 4村の構造的面談調査の結果から、どんな条件（要素）が、意志決定の場への参加を高めるの
か、重回帰分析（この場合、変数である２つ以上の要素が意志決定の場に与える影響を調べる）
の式を作って分析を試みた結果、参加を高める条件として、カーストの高さ、教育年数、生活に
必要とされるオーク林の面積があげられた（論文②）。悉皆調査をした４村のような活動的な VP
は決して多くなく、村落レベルでも、多数の住民が主体的に森林管理に参加しているわけではな
いことがその他の村との比較からわかった（論文①）。 
 D村での森林管理と利用の 10年間の比較について、①家畜の所有世帯の減少、②LPGを所有
しつつ薪を利用する世帯が増加、③薪の収集をしない世帯の増加、④VPへの肯定的意識の低下、
⑤植林活動や林内パトロールなど、森林管理活動への参加の増加、について変容が見られた。（論
文を公表予定） 
これまでの分析で明らかにされた持続的な森林利用と管理についての条件として、森林管理
における住民参加を高めること、特に VP長や森林管理委員など代表的な立場であることが意志
決定の場への参加を高めることが分かっている。森林管理における住民参加について、最高位の
参加である「市民による管理」を「活動への参加」「意志決定の場への参加」「管理プラン作成へ
の参加」として３段階に細分化できる（図１）。さらにインドの VPは参加型森林管理の先駆け
として、インドの社会林業より前に存在した内発的な「開発組織」として位置付けられることを
明らかにした。 

 
(4) 国内でのコミュニティ林の利用と管理の調査の検討 

2023年 3月まで日本経済大学で大学教員をしていたことから、福岡県内で久留米市田主丸財
産区における財産区有林や、大分県日田市の学校林を訪問して、コミュニティ林の持続的利用と
管理について面談調査を実施した。それらの林地は、かつて入会共有林として管理され、財産区
の制度や学校林のシステムが、地域の人たちや子どもたちが森の利用や管理に参加できる仕組
みをつくり出していることがわかった。田主丸財産区の事例から、①毎月の協議会と年 2 回の
本会議による規則（条例等）が制定、②強いリーダーシップを持つ議長の存在、③ 議員の会議
への積極的参加と、任期終了後の別議員への交替、④人工林（ヒノキ・スギ）で構成された約 770 
ha の林地の約 7 割が非課税の保安林で構成され、2 億円余の資産（基金）を確保、⑤地域発の

表２ ウッタラーカンド州における国有林地区分と管理主体 

 
資料：UFD（2011, 2018）（論文①） 



J- クレジット（CO2など温室効果ガスの排出削減量や吸収量）の確立と、10 年間で 1,300 万
円余の販売実績が、持続的な森林利用と管理に与える設計指針（条件）となり得る（論文④）。 
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